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土地 基本 法 (平成 元 年 法律 第 84 号 。 以 下 「 法 」 と いう 。 


) は 、 本 格 的 な 人 日 減少 時 


代 の 到来 、 そ れ に 伴う 土地 利用 ニー ズ の 変化 、 土 地 に 係る 様々 な 課題 に 迅速 に 対応 す 
土地 政策 の 目的 と し て 、 地域 の 活性 化 、 安 全 で 持続 可能 な 社会 
の 形成 を 位置 付け て いる 。 また 、 土 地 に つい て の 基本 理念 
土地 の 適正 な 利用 、 管 理 及 び 円 滑 な 取引 の 確保 の 必要 性 を 明らか に し 、 土 地 所 有 者 等 
関係 者 の 責務 、 国 及び 地方 公共 団体 が 講ず べき 基本 的 施策 を 定め て いる 。 


る 必要 性 等 を 踏ま え 、 


本 方 針 は 、 法 第 21 条 に 基づく 土地 基 


の 社会 経済 情勢 の 変化 等 を 踏ま え 、 改 定 する 。 
第 一 基本 的 な 考え 方 


1. 現状 ・ 課 題 


(1) 人 口 減少 ・ 少 子 高齢 化 、 世 帯 数 の 減少 


我が国 の 人 口 は 
万 人 を 下回る な ど 
総 人 口 に 占め る 
に お いて この 傾向 
国土 の 約 2 割 を 占 
また 、 単 身 世 帯 


2008 年 (平成 20 年 ) を ピー ク に 減少 


本 MR 
高齢 人 口 の 割合 は 今後 も 上 昇 し て い 


と し て 、 公 共 の 福祉 の 優先 、 


本 方 針 と し て 、 上 記 に 即 し て 行わ れる 土地 に 
関す る 施策 の 基本 的 事項 を 示す も の で あり 、 今般 、 前 回 改定 され た 令 和 3 年 5 月 以降 


> を 続け て お り 、 出生 数 が 80 


く 見 込み で あり 、 特 に 地方 部 


CO A GE 


め る と の 推計 も ある 。 


(その うち 高齢 者 世帯 ) の 割合 が 増加 し て いる ほか 、 こ れ ま で お} 
加 を 続け て いた 世帯 数 も 近く 減少 に 転 レ しるこ と が 見 込 
き 家 の 増加 が 顕著 と な る 中 、 


と する 必要 が ある 。 


IT3 


ミ 


まれ て いる 。 現に 空き 地 ・ 空 


これ ら の 構造 的 変化 に 伴う 土地 の * 给 需 要 四 低下 去 前 提 


(2 ) 東京 圏 等 へ の 集中 ・ 偏 在 、 ア フタ ー コ ロナ 時 代 の 多様 な 生活 様式 へ の 転換 、 DX・ 


GX 等 の 進行 
令 和 2 年 初 か ら 


的 に 偏在 化す る 傾 


の コロ ナ 補 に より 東京 圏 へ の 転入 超過 は 一 時 的 な 緩和 を 示 し て 
いた が 、 その後 転入 超過 が 拡大 する な ど 、 東京 一 極 集 』 


向 に 


FE を は じ め と し て 人 口 が 地域 


一 方 、 コ ロナ 福 を 経て 、 デ ジタル 利用 の 増加 (デジ タル ・ ト ラン ス フ ォ ー メ ー シ 
ョ ン (DX) ) 、 チ テレ ワー ク で の 就労 形態 の 拡大 な ど 場 所 に 纏 ら れ な い 暮 らし 方 や 働 
き 方 の 広がり に よる ライ フス タイ ル の 変化 も あり 、 若 い 世 代 に よる 移住 相談 件 数 の 


増加 な ど 地 方 移住 


へ の 関心 の 高まり が 顕在 化し て いる 。 


さら に 、 人 類 が 生存 する た め の 基 盤 
れる 中 、 脱 炭素 、 自 然 共 生 や 循 環 経 


ーション (GX) 等 


の 社会 変革 の 取組 が 国際 的 潮流 と な 


(3) 気候 変動 の 影響 等 に よる 災害 の 激甚 化 ・ 頻 発 化 
より 、 大 雨 及 び 短 時 間 強 雨 の 発生 顔 度 が 増加 傾向 に ある 。 今後 
に 伴い 、 平均 海面 の 上 昇 、 台風 の 強度 は 強まる と 予測 され る な 


気候 変動 の 影響 に 
ゃ も 地球 温暖 化 の 進行 
ど 、 水 災害 リス ク 


が ます ます 増大 し て いる 。 
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を ほど なる 地球 環境 が 限界 に 達し つつ ある と 言わ 
済 の 実現 に 向け た グリ ー ン ・ ト ラン ス フ ォ ー メ 


つっ て いる 。 


また 、 首都 直下 地震 や 南海 トラ フ 地 震 な ど 切 迫 す る 巨大 地震 ・ 津 濾 に より 、 広 域 


こわ た る 甚大 な 人 的 ・ 経 済 的 被害 を も た ら す お それ が ある 。 こ の よう な 中 、 令 和 6 


年 能登 半島 地震 で は 地域 に 甚大 な 被害 を も た らし 、 地 震 リ スク が 改め て 具現 化し て 


いる 。 


居住 可能 地域 が 限ら れる 我が国 で は 、 上 述 の 東京 一 極 集中 と も 相まって 、 災害 リ 


了 再 


スク の 高い 地域 へ の 居住 人 口 割合 が 高まる こと が 懸念 され る 。 


2 . 


取組 の 方 向 性 ・ 目 標 「 サ ステ ナブ ル な 土地 の 利用 ・ 管 理 」 の 実現 < 
土地 は 、 限 られ た 国土 の 貴重 な 資源 で あり 、 あ ら ゆ る 社会 経済 活動 の 基盤 で あり 、 


その 利用 ・ 管 理 の 在り 方 如何 で 、 国 民生 活 の 向上 や 経済 成長 、 自 然 災 害 へ の 備え 、 
気候 変動 へ も 対応 する 環境 の 保全 等 に つなが る 。 


か つて 、 土地 政策 の 主題 は 、 宅地 の 大 量 供給 、 投 機 的 取引 ・ 地 価 高騰 対策 、 過剰 な 


開発 利用 の 抑制 等 に あっ た が 、 近 年 は 土地 の 過少 利用 に 起因 する 管理 不全 や 放棄 、 


一 
ペー 


れ に 伴う 外部 不 経済 の 発生 等 が 政策 課題 と し て 顕在 化し て お り 、 適 正 な 利用 ・ 管 


咱 


理 の 確保 が 重要 と な っ て いる 。 


この た め 、 新 た な 土地 基本 方 針 で は 、 上 述 の 土地 を 取り 巻く 社会 経済 情勢 の 構造 


的 変化 や 、 防 災 、 環 境 分 野 等 に お ける 新た な 要請 等 を 踏ま え 、 こ れ ま で の 宅地 化 等 
を 前 提 と し た 土地 政策 か ら 軸 足 を 移し 、 広 域 的 ・ 長 期 的 な 視点 を も っ て 、 限 られ た 


国土 の 土地 利用 転換 や その 適正 な 管理 等 を 進め る “「 サ ステ ナブ ル な 土地 の 利用 ・ 


管理 」 の 実現 ” を 目標 に 施策 を 総合 的 に 推進 する こと と する 。 


具体 的 に は 、 地 域 の 実情 等 に 応じ た 適正 な 土地 利用 へ の 転換 や 土地 の 的 確 な 利用 ・ 


管理 、 土 地 の 円 滑 な 流通 ・ 取 引 等 を 確保 し て いく た め 、 土 地 の ポ テン シャ ル を 引き 


く 、 


す た め の 規制 の 見 直し や イン セン ティ ブ の 付与 、DX や GX の 推進 な ど を 進め る ベ 
「 第 二 土地 に 関す る 施策 」 に お いて 、 既存 施策 の 拡充 や 新た な 施策 の 導入 等 、 


政府 全体 の 施策 を 定め る 。 


第 二 土地 に 関す る 施策 


第 1 章 土地 の 利用 及び 管理 に 関す る 計画 の 策定 等 並び に 適正 な 土地 の 利用 及び 管 
理 の 確保 を 図る た め の 措 置 に 関す る 基本 的 事項 

国 及 び 地 方 公共 団体 は 、 法 第 12 条 に 基づき 、 適正 か つ 合 理 的 な 土地 の 利用 及び 管 
理 を 図る た め 、 人 日 動態 等 の 社会 経済 状況 の 変化 と 見 通し を 踏ま え 、 地 域 特性 を 含 
め た 自然 的 、 社 会 的 、 経 済 的 及び 文化 的 詳 条 件 を 勘案 し 、 住 民 等 関係 者 の 意見 反映 
等 適切 な 合意 形成 手続 を 経て 、 必 要 な 土地 の 利用 及び 管理 に 関す る 計画 を 策定 する 
も の と する 。 ま た 、 法 第 13 条 に 基づき 、 規 制 又は 誘導 に 関す る 施策 や 、 策 定 さ れ た 
NII 

令 和 5 年 7 月 に 閑 議 決定 され た 第 三次 国土 形成 計画 (全国 計画 ) ・ 第 六 次 国土 利 
用 計画 (全国 計画 ) に お いて は 、 国 土 の 管理 水準 の 悪化 及び 地域 社会 の 衰退 等 の 懸 
念 に 対し 、 国 土 の 荒廃 の 防止 や 地域 の 持続 性 確保 に つなが る 土地 の 有効 利用 ・ 転 換 
の 推進 の 重要 性 が 示さ れ た 。 加 えて 、 激 甚 化 ・ 頻 発 化す る 災害 や 生物 多様 性 の 損失 
の リス ク に 対し て は 、 安 全 ・ 安 心 な 国土 づく りや 自然 資本 の 保全 ・ 拡 大 を 進め る こ 
と と され て いる 。 本 方 針 に お いて も 、 こ れ ら の 視点 を 重視 し つつ 、 管 理 不 全 に よる 
外部 不 経 済 の 発生 防止 や 地域 の 状況 に 応じ た 適正 な 利用 及び 管理 に 取り 組ん で いく 。 

この よう な 趣旨 に の っ と っ た 、 適 正 な 土地 の 利用 及び 管理 の 確保 を 図る た め の 措 
置 を 推進 する た め 、 以 下 の 取組 を 進め る 。 
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1. 低 未 利用 土地 、 所 有 者 不明 土地 等 へ の 対応 に 関す る 措置 

空き 地 や 、 空き家 が 存する 土地 等 の 低 未 利用 土地 が 増加 し 、 そ の 管理 不全 に より 
災害 も 含め た 周辺 地域 へ の 悪影響 が 深刻 な 課題 と な っ て いる 一 方 で 、 地 域 に よっ て 
は 企業 の 進出 ・ 拡 張 、 地方 へ の 移住 等 の 新た な 土地 需要 に 対し 必要 な 用 地 が 適時 に 
確 介 で き な い ミス マッ チ の 課題 も も る 。 こ の た め 、 空 き 地 、 空 き 家 等 の 発生 抑制 、 
管理 不全 に よる 周辺 へ の 悪影響 の 防止 の ほか 、 土 地 の 有する ポ ボ ポテンシャル を 発揮 さ 
せる 観点 か ら 、 土 地の利 用 可能 性 の 向上 、 諸 給 の マッ チン グ 等 に よる 利 活用 の 促進 、 
土地 坦 要 の 創出 ・ 喚 起 に 取り 組む 。 


(1) 低 未 利用 土地 の 発生 抑制 と 適正 な 利用 及び 管理 に 関す る 施策 

① 土地 利用 の 適正 な 転換 等 の た め の 新た な 方 策 

土地 の 有効 利用 や や 適正 な 管理 を 推進 する た め 、 和 社会 経済 情勢 の 大 き な 変 化 を 踏 
まえ 、 国 、 地方 公共 団体 、 民 間 事 業者 、 NPO な ど 幅 広い 主体 の 力 を 合わ せ 、「 非 宅 
地 化 」 を 含む 土地 利用 の 円 滑 な 転換 や その 後 の 継続 的 な 管理 を 確保 する 枠組 を 構 
築 す る 。 


② 低 未 利用 土地 の 取引 ・ 利 活用 の 促進 

低 未 利用 の 土地 ・ 不 動産 の 取引 や 適正 な 利用 ・ 管 理 を 促進 する た め 、 低 未 利 用 
の 土地 等 を 譲渡 し た 場合 の 個人 の 譲渡 所 得 に 係る 税制 特例 措置 に より 、 新 た な 利 
用 意向 を 示す 者 へ の 譲渡 を 促す 。 


© oo コ 〇 mw KR oO bo ロビ 


CO CO Ww ww MW MW MW MW MW も MW MW MW HR ロビ ロビ ロビ ビビ ロビ ロビ ビビ ロロ ビビ 
心 CC RW ロビ ロ OO の ココ GO の RR MM PO OO 0 ND ON RK ww いむ ロビ ロ © 


また 、「 空 き 家 ・ 空 き 地 バン ク 導 入 の ポイ ント 集 」 の 周知 等 に よる 地方 公共 団 
体 の 空き 家 バ ンク の 設置 支援 や 、「 全 国 版 空き 家 ・ 空き地 バン ク 」 の 活用 促進 を 
通じ 、 需 給 の マッ チン グ を 推進 する 。 特 に 、 農 山 漁村 へ の 移住 ニー ズ を 取り 込む 
観点 か ら 、 「 農 地 付き 空き 家 」 等 の 取得 に 向け た 支援 策 等 に 関す る 情報 発信 を 行 
の 

空家 等 対策 の 推進 に 関す る 特別 措置 法 (平成 26 年 法律 第 127 号 。 以下 「 空 家 
法 」 と いう 。) に 基づく 空家 等 活用 促進 区 域 制度 や 空家 等 管理 活用 支援 法人 制度 
の 活用 を 促進 する な ど し 、 市 区 町 村 や 民間 事業 者 等 に よる 空き 家 の 活 用 等 に 係る 
取組 を 支援 する 。 

さら に 、 地 域 に お ける 空き 地 ・ 空 き 家人 等 の 管理 ・ 活 用 等 に 関す る 取組 の 優良 事 
例 の 情報 提供 や ガイ ドラ イン の 作成 ・ 周 知 を 行う こと に より 、 地 方 公共 団体 等 の 
取組 の 支援 を 行う 。 


ーー 


③ 低 未 利用 土地 へ の 投資 の 活性 化 

不動 産 特定 共同 事業 の 活用 促進 、 同 事業 に 係る 税制 特例 措置 、 セ キュ リティ ト 
ー ク ン (デジ タル 証券 ) や クラ ウド ファ ン デ ィング に 対応 し た 環境 整備 等 を 通じ 
た 地域 に お ける 遊休 不動 産 の 再生 等 に より 、 低 未 利用 の 土地 ・ 不 動産 の 取引 ・ 利 
用 を 促進 する 。 

クラ ウド ファ ン デ ィング な どの 「 志 ある 資金 」 等 を 活用 し 、 地 域 の 土地 ・ 不 動 
産 を 再生 する 事業 に 対す る 円 消 な 資金 調達 を 促進 する 。 


④ 土地 の 利用 可能 性 の 向上 

地域 の 特性 に 応じ て 、 低 未 利 用 土地 を 遊水 地 、 農 地 、 緑 地 な ど グ リー ン イ ン フ 
ラ ' と し て 整備 ・ 維 持 管理 する と と も に 、 生態 系 を 活用 し た 防災 ・ 減 災 (Eco-DRR”) 
を 進め る こと 等 に より 、 適 正 な 土地 の 利用 を 推進 する 。 

河川 に 隣接 する 低 未 利用 土地 等 に つい て は 、 地 方 公共 団体 に よる 貯留 機能 保全 
区 域 の 指定 等 を 促進 する こと で 、 そ の 有効 活用 を 推進 する 。 


(2 ) 所 有 者 不明 土地 の 総合 的 対策 (発生 抑制 、 利 活用 、 適 正 管理 等 ) の 推進 


① 所 有 者 不明 土地 の 円 滑 な 利用 ・ 管 理 

所 有 者 不明 土地 の 利用 の 円 消化 等 に 関す る 特別 措置 法 (CF 成 30 年 法律 第 49 号 ) 
に 定め る 地域 福利 増進 事業 等 の 所 有 者 不明 土地 の 円 滑 な 利 活用 を 図る 制度 や 管理 
不全 所 有 者 不明 土地 に 対す る 勧告 ・ 命 令 ・ 代 執行 等 の 管理 適正 化 を 図る 制度 、 所 
有 者 不明 土地 対策 に 関す る 計画 ・ 協 議会 制度 、 所 有 者 不明 土地 利用 円 消化 等 推進 


^ Ecosystem-based Disaster Risk Reduction の 略 。 自然 災害 に 対し て 脆弱 な 土地 の 開発 や 利 
ど 生 態 系 


"社会 資本 整備 、 土 地 利 用 等 の ハー ド ・ ソ フト 両面 に お いて 、 自 然 環 境 が 有する 多様 な 機能 


(生物 の 生息 ・ 生 育 の 場 の 提供 、 良 好 な 景観 形成 、 気 温 上 昇 の 抑制 等 ) を 活用 し 、 持 続 可能 
で 叔 力 あ る 国土 づく りや 地域 づく り を 進め る 取組 。 


用 を 避け 災害 へ の 鞭 露 を 回 避 す る と と も に 、 防 災 ・ 減 炎 な ど 生 態 系 が 有する 多様 な 機能 を 生 


か し て 社会 の 脆弱 性 を 低減 する こと 。 
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法人 の 指定 制度 等 に つい て 、 地 方 公共 団体 や 土 業 団体 へ の 情報 提供 等 に より 円 滑 
な 運用 や 活用 の 促進 を 図る 。 


民法 (明治 29 年 法律 第 89 号 ) に 定め る 所 有 者 不明 土地 ・ 建 物 管 理 制度 や 、 共 


有 者 の 一 部 が 不明 で ある 土地 を 円 滑 ・ 適 正 に 利用 する た め の 仕 組み 、 ラ イフ ライ 
ン の 導管 等 を 設置 する た め に 他人 の 土地 を 使用 する こと が で きる 制度 等 の 周知 に 


努め る 。 


長期 相続 命 記 等 示 了 土地 の 解消 作業 を 推進 する 取組 等 に より 、 所 有 者 不明 土地 
の 公共 的 利用 を 促進 する 。 ま た 、 表 題 部 所 有 者 不明 土地 の 次 記 及び 管理 の 適正 化 


に 関す る 法律 


( 令 和 元 年 法律 第 15 号 ) に 基づき 、 歴史 的 な 経緯 に より 不動 産 巻 記 


筐 の 表題 部 所 有 者 欄 が 正常 に 記録 され て いな い 登 記 の 解消 を 推進 する 。 


ks 
オォ 


題 や 対策 が 共通 する こと が 多い 所 有 者 不明 土地 対策 と 空き 家 対策 に つい て 、 


対策 計画 の 一 体 的 作成 や 相談 窓口 の 一 元 化 等 の 取組 を 一 体 的 に 推進 する こと に よ 
り 、 両 対策 の 円 滑 化 ・ 効 率 化 を 図る 。 
これ ら 一 連 の 所 有 者 不明 土地 制度 に つい て は 、 全 国 10 ブロ ッ ク に 設置 され た 


国 、 地 方 公共 団体 、 関 係 士 業 団体 等 で 構成 され る 土地 政策 推進 連携 協議 会 の 活動 


を 通じ て 、 実 務 の 講習 、 相 談 に よる ノウ ハウ の 提供 や 更 な る 制度 の 周知 ・ 普 及 を 


図る 。 


② 所 有 者 不明 土地 の 発生 抑制 ・ 解 消 


令 和 6 年 4 


月 か ら 施 行 さ れ た 相続 次 記 の 申請 の 義務 化 や 義務 の 履行 に 係る 負担 


軽減 策 等 の 制度 に つい て 、 国 民 へ の 十分 か つ 丁 寧 な 周知 を 図り つつ 、 適 正 か つ 円 
滑 な 運用 に 取り 組む 。 併 せ て 、 所 有 権 の 登記 名 義人 と な っ て いる 外国 居住 者 に つ 
き 、 国 内 の 連絡 先 を 韻 記 ナ る こと に より 連絡 先 の 把握 を 容易 に する 制度 の 周知 に 


努め る 。 


相続 土地 国庫 帰属 制度 (相続 等 に より 土地 を 取得 し た 者 が 一 定 の 要件 の 下 で 土 
地 の 所 有 権 を 手放し て 、 国 に 土地 を 帰属 させ る 制度 ) に つい て 、 土 地 を 地域 で 有 


効 活 用 する た め の 地 方 公共 団体 等 と の 連携 を 図り つつ 、 適 正 か つ 円 滑 な 運用 に 取 


り 組む 。 


国土 調査 事業 十 箇 年 計画 ( 令 和 2 年 5 月 26 日 開 議 決定 ) に 基づき 、 地籍 調査 の 


円 消化 ・ 迅 速 化 を 図り 、 所 有 者 や 境界 等 の 土地 に 関す る 基礎 的 情報 を 明確 化す る 
こと で 、 所 有 者 不明 土地 の 発生 抑制 に 貢献 する 。 


③ 所 有 者 不明 農地 ・ 森 林 の 適正 な 利用 ・ 管 理 
所 有 者 が 不明 で ある 農地 に つい て 、 農 業 委員 会 に よる 探索 ・ 公 示 手 続 を 経て 、 


農地 中 間 管 理 機構 3 が 利用 権 を 取得 で きる 制度 等 に より 、 そ の 利用 を 促進 する 。 


所 有 者 の 全部 又は 一 部 が 不明 で あり 、 手 入れ が 行き 届い て いな い 森 林 に つい て 


農地 中 間 管理 機構 は 、2014 年 度 か ら 各 都 道府県 に 1 つ 設置 され た 農地 の 中 間 的 受け 皿 機関 


(農地 バン ク ) 。 


リタ イア する 農業 者 の 農地 や 地域 内 で 分 散 ・ 錯 和 し て 利用 され て いる 農地 


を 借り 受け 、 必 要 な 場合 は 基盤 整備 等 の 条件 整備 を 行っ て 、 担 い 手 (大 規模 家族 経営 、 法 人 


経営 、 集 落 営 農 等 ) に まとまり の ある 形 で 農地 を 貸し 付け る 。 
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は 、 森 林 経 営 管理 法 (平成 30 年 法律 第 35 号 ) の 特例 措置 に 基づい て 市 町 村 に 経 
営 管 理 を 行う 権利 の 設定 等 を 行い 、 森 林 の 適切 な 経営 管理 を 推進 する 。 


(3 ) 管理 不全 土地 の 発生 抑止 、 適 正 管理 の 確保 に 関す る 施策 
① 周辺 に 悪影響 を 与え る 管理 不全 の 土地 等 に 関す る 対策 
空家 法 に 基づき 、 所 有 者 等 に よる 空き 家 の 適 切な 管理 及び 市 区 町 村 に よる 特定 
空 ee 
も に 、 市 区 町 村 等 に よる 空き 家 の 除 却 等 に 係る 取組 を 支援 する 。 
防災 上 Et で で 公共 事業 に よる ハー ド 整 備 
等 の 対策 と と も に 、 関 連 す る 制度 の 活用 を 推進 する 。 
管理 不全 の 空き 地 等 に つい て は 、 実効 性 ある 行政 措置 (勧告 ・ 命 令 ・ 代 執行 等 ) 
を 可能 と する 環境 整備 の た め 、 地 方 公共 団体 の ニー ズ を 踏ま えた 仕組 み の 検討 を 
進め る 。 
交通 イン フラ の 事前 防災 ・ 早 期 復旧 の 観点 か ら 、 鉄 道 施設 に 障害 を 及ぼ す お そ 
れ の ある 植物 の 伐採 等 を 可能 と する 制度 や 、 緊 急 輸送 道路 等 の 沿道 区 域 に お ける 
工作 物 設置 の 届出 ・ 勧 告 制度 に より 、 イ ン フ ラ 隣 接地 の 適正 な 管理 を 確保 する 。 


② 民 民 関係 で の 適正 な 土地 の 管理 の 確保 

管理 不全 土地 ・ 建 物 管理 制度 、 隣 地 等 を 円 滑 ・ 適 正 に 使用 する た め の 相 隣 関係 
等 の 制度 に つい て 、 引 き 続 き 、 内 容 の 周知 に 努め 適切 な 活用 を 促す 。 

遠隔 地 に 居住 する 所 有 者 等 が 自ら 土地 を 管理 で き な い 場合 に 、 地 域 の 事業 者 等 
に 管理 を 安心 し て 任せ られ る 方 策 を 検討 する 。 


2. 土地 の 状況 に 応じ た 土地 の 有効 利用 及び 適正 管理 に 関す る 措置 

土地 利用 の 在り 様 が 平時 の 生活 環境 や 諸 活動 の 基盤 と し て 重要 な だ け で な く 、 災 
害 発 生 時 の 被害 の 抑制 、 地 球 的 ・ 国 家 的 規模 の 課題 で ある 気候 変動 や 資源 循環 、 安 
全 保 障 等 に も 影響 する こと か ら 、 広 域 的 ・ 長 期 的 な 見 地 に 留意 し つつ 、 こ れ ら の 政 
策 課 題 の 解決 に 寄与 する 土地 の 利用 や 管理 の 確保 に つい て 計画 的 な 対応 を 進め て 
いく 。 


(1) 防災 ・ 減 災 に 資す る 土地 の 利用 及び 管理 
① 流域 治水 の 観点 か ら の 水 災害 に 対応 し た まち づく り ・ 住 まい づく り 
流域 水害 対策 計画 に 基づく 流域 一 体 と な っ た 混 水 被害 対策 を 推進 する な ど 、 流 
域 治 水 の 観 点 か ら 水 防災 に 対応 し た まち づく りや 住ま い 方 の 工夫 を 迅速 に 進め る 
こと に よる 適正 な 土地 利用 の 早期 確保 を 図る 。 
水 災 害 の 危険 性 の 高い 地域 の 居住 を 避け 、 居 住 する 場合 も 命 を 守る た め 、 発 生 
順 度 が 高い 降雨 規模 の 場合 に 想定 され る 浸水 範囲 や 浸水 深 を 明らか に する 「 多 段 
階 の 浸水 想定 図 」 及び 「 水 害 リ スク マッ プ 」 の 作成 、 想定 し 得る 最大 規模 の 洪水 ・ 
内 水 ・ 高 潮 に 係る 浸水 想定 区 域 や 浸水 被害 防止 区 域 の 指定 を 推進 する 。 


No 
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( 


災害 に 備え た 計画 的 な まち づく り の 推進 
防災 ・ 減 災 、 安全 な まち づく り の 観点 か ら 、 災害 ハ ザー ド エ リ ア 4 に お ける 新規 
立地 の 抑制 、 災 害 ハ ザー ド エ リ ア か ら の 移転 の 促進 の ほか 、 立 地 適 正 化 計 画 の 防 
災 指 針 に 基づく 居住 誘導 区 域内 で の 防災 ・ 減 災 対 策 の 促進 を 図る こと に より 、 防 
伙 2 し た 適正 な 土地 利用 を 進め る 。 

災害 発生 に 備え 平時 か ら ソ フト 的 対策 を 事前 に 準備 し て お く 復 興 事前 準備 の 取 
内 PE 「 復 興 ま ち づ く り の た め の 事 前 準備 ガイ ドラ イン 」 及び 「 事 
前 復興 まち づく り 計 画 検討 の た め の ガ イド ライ ン 」 に より その 必要 性 を 地方 公共 
団体 に 周知 し 、 地 震 や 津波 を 含む 大 規模 災害 を 想定 し た 事前 復興 まち づく り 計 画 
の 策定 等 を 促進 する 。 
また 、 地 方 公共 団体 に よる 事前 防災 まち づく り を 推進 する 。 


② 


③ 盛土 等 の 安全 確保 対策 の 推進 

宅地 造成 及び 特定 盛土 等 規制 法 (昭和 36 年 法律 第 191 号 ) に 基づき 、 盛土 等 を 
行う 土地 の 用 途 や その 目的 に か か わら ず 、 危 険 な 盛土 等 を 全国 一 律 の 基準 で 包括 
的 に 規制 する 。 規 制 区 域内 で は 、 盛 土 等 を 許可 対象 と し て 、 許 可 基 準 に 沿っ た 安 
全 対 策 の 実施 を 確認 する 等 の 措置 を 講じ る と と も に 、 既 存 盛土 等 の 分 布 調査 や 安 
全 性 把握 調査 を 実施 し 、 災 害 防 止 の た め に 必要 な 場合 は 是正 措置 等 を 命ずる 等 、 
盛土 等 に よる 災害 の 防止 に 取り 組む 。 


2 ) 環境 と の 共生 を 志向 する 土地 の 利用 及び 管理 

第 六 次 環境 基本 計画 ( 令 和 6 年 る 月 @ 日 閣議 決定 ) に 基づき 、 自 然 と の 共生 を 軸 
と し た 国土 の 多様 性 の 維持 や 、 持 続 可能 で 魅力 ある まち づく り ・ 地 域 づ くり の た め 、 
自立 し た 地域 を 日 本 全国 各地 で 形成 し つつ 、 自 立 し た 地域 同士 が つなが り 合 い 、 特 
性 を 活か し て 支え 合う こと で 、 自立 ・ 分 散 型 の 社会 を 形成 する 「 地 域 循 環 共生 痢 "」 
の 創造 を 目指 し 、 環 境 保全 の た め の 土 地 に 関す る 施策 を 推進 する 。 

ネイ チャ ー ポ ジテ ィ ブ (自然 再興 ) ? の 実現 に 向け 、 民間 等 の 取組 に 間 
性 の 保全 が 図ら れ て いる 区 域 を 自然 共生 サイ ト と し て 認定 する こと 等 に よ 
OECM' の 設定 ・ 管 理 を 進め る と と も に 、 の で の 
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*” 地域 の 主体 性 を 基本 と し て 、 地 
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7 Other effective area 
する 地域 ) の 略 。 保 護 
ビス 、 適 切な 場合 、 


一 一 
ュー トー 


で は 、 住 宅 等 の 建築 や 開発 行為 等 の 


と 、 和 建築 や 開発 行為 等 の 規制 
ロー ゾー ン (浸水 想定 区 域 等 ) 


し て いく 事業 を 生み 出し 続け る 


す 。 


は な いも の の 区 域内 の 警戒 避難 体制 の 
を 指 
工资 源 
こと で 、 地 域 課題 を 解決 し 続け 


する 「 自 


と と も ! 
| 自立 


厳密 な 定義 は 定まっ て いな い が 、 
と いう 基本 認識 は 一 致し て お り 、 


め 、 反 転 さ せる 」 


に 、 そ れ ぞ れ の 地域 の 価 
・ 分 散 型 社 会 」 を 目指 す 考 え 方 。 
「 自 然 を 回 復 軌道 に 乗せ る た め 、 生 物 多 様 情 
「G7 2030 年 自然 協約 」 や 昆 B 


リオ ー ル 生物 多様 性 枠組 に お いて その 考え 方 が 掲げ ば られ て いる 。 


地域 以外 の 地理 的 に 画 
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-based conservation measure (保護 地域 以外 で 4 
定 さ れ た 地域 で 、 付 随 す る 4 
文化 的 ・ 精 神 的 ・ 社 会 経済 的 ・ そ の 他 地 域 関連 の 価値 と と も に 


規制 が ある 災害 レッ ド ゾ ー ン (災害 危険 区 域 守 


を 持続 的 に 活用 し て 環境 ・ 経 済 ・ 社 


立 


し た 


RO 


の 整備 等 を 求め る 


地域 」 


性 を 生か し て 地域 同士 が 支え 合う ネッ トワ ー ク を 


災害 イエ 


上 会 を 総合 的 に 向上 


を つく る 


区 成す る 


E 物 多様 性 保全 に 
E 態 系 の 機能 と サー 


E の 損失 を 止 
月 ・ モ ント 


資 


、 生 物 多 


© oo コ 〇 mw KR ww ho PF 
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整備 を 進め 、 場 の 保全 ・ 再 生 と ネッ トワ ー ク 化 を 促進 する 。 

ネイ チャ ー ポ ジテ ィ ブ や カー ボン ニュ ー ト ラル ・GX 等 の 世界 的 潮流 を 踏ま える 、 
新た に 策定 し た 「 グ リー ン イ ン フ ラジ 推進 戦略 2023」 に 基づき 、「 グ リー ン イ ン フ ラ 
官民 連携 プラ ッ ト フ ォ ー ム 」 と の 連携 の 下 、 官民 連携 ・ 分 野 横断 に よる グリ ー ン イ 
ン フ ラ の 本 格 的 な 実装 (ビル トイ ン ) を 目指 す 取 組 を 総合 的 ・ 体 系 的 に 推進 する こ 
と に より 、 低 未 利 用 土地 等 の 有効 利用 ・ 適 正 な 管理 の 推進 を 図る 。 さ ら に 、 グ リー 
ン イ ン フ ラ の 意義 に つい て 具体 化 を 図り 、 そ の 取組 を 推進 する 方 策 を 検討 する 。 
生態 系 を 活用 し た 防災 ・ 減 災 (Eco-DRR) の 実装 に 向け 、「 生 熊 系 保全 ・ 再 生 ポ 
テン シャ ル マ ッ プ 」 の 作成 ・ 活 用 方 法 の 手引 き と 全 国 規 模 の ベー スマ ッ プ を 基 に 地 
方 公共 団体 等 に 対す る 計画 策定 や 取組 へ の 技術 的 な 支援 を 進め る 。 

食料 ・ 農 林 水 産業 の 生産 力 向 上 と 持続 性 の 両立 を イノ ベー ショ ン で 実現 させ る た 
め の 政 策 方 針 と し て 策定 され た 「 み どり の 食料 シス テム 戦略 」 に 基づき 、 サ プラ イ 
チェ ー ン の 各 段 階 に お ける 環境 負荷 の 低減 に 向け て 、 化学 肥料 ・ 化 学 農薬 や 化石 燃 
料 使用 の 低減 や 中 干し 期間 の 延長 な どの 水田 由来 の メタ ン 削 減 人 等 を 推進 する と と 
も に 、J- ク レジ ッ ト 制 度 の 活用 や 生産 者 に よる 環境 負荷 低減 の 努力 の 「 見 える 化 」 
等 に より 農林 水産 物 の 持続 可能 な 生産 ・ 消 費 の 拡大 を 促進 する 。 

地域 主導 の 再生 可能 エネ ルギー の 導入 を 進め る た め 、 地 球 温暖 化 対 策 の 推進 に 関 
する 法律 (平成 10 年 法律 第 117 号 ) に 基づく 地域 脱 炭 素 化 促進 事業 制度 * を 推進 す 
る 。 

2050 年 カー ボン ニュ ー ト ラル に 向け て 、 有 炭素 化 が 難し い 分 野 の GX を 進め る た 
め の カ ギ と な る 原 燃 料 と し て 、 低 炭素 水素 等 の 供給 ・ 利 用 を 早期 に 促進 する た め 
計画 認定 を 受け た 事業 者 に 対す る 支援 措置 、 規 制 の 特例 措置 等 を 講じ る 。 


(3) 生活 環境 の 保全 等 を 図る 土地 の 利用 及び 管 
不適 切な 土地 利用 や 管理 不全 に PIE 生活 環境 の 保全 、 災害 
防止 等 を 図る た め 、 土 地 の 適正 な 利用 と 管理 を 確保 する 方 策 の 導入 を 検討 する 。 


(4 ) 工場 跡地 、 廃 地 等 の 土地 の 利用 及び 管理 

工場 跡地 、 廃 堪 等 相当 期間 未 利用 と な っ て いる 土地 に つい て 、 新た な 産業 等 の 用 
地 へ の 有効 利用 や 管理 不全 防止 等 を 図る 観点 か ら 、 長 期 的 な 視点 に 立っ た 対応 を 検 
討 する 。 


ン 


(5) 安全 保障 等 の 観点 か ら の 土地 の 利用 及び 管理 
重要 施設 の 周辺 及び 国境 離島 等 に お ける 土地 等 の 利用 状況 の 調査 及び 利用 の 規 
制 等 に 関す る 法律 ( 令 和 3 年 法律 第 84 与 ) に 基づき 、 重 要 施設 等 の 機能 を 阻害 


liN 


様 性 の 域内 保全 に と っ て 育 定 的 な 長期 の 成果 を 継続 的 に 達成 する 方 法 で 統治 ・ 管 理 さ れ て い 
る も の 。 自然 共 生 サ イト と し て 認定 され た 区 域 の うち 、 国 立 公園 等 の 保護 地域 と の 重複 を 除 
いた も の は 0ECM と し て 国際 デー タベース に 登録 され る 。 
8 市 町 村 が 地方 公共 団体 実行 計画 に 再生 可能 エネ ルギー 促進 区 域 を 設定 し 、 再 生 可 能 エ ネル ギ 
事業 に 求め る 環境 保全 RI 適合 する 事業 計画 を 認定 する 制度 。 


ーー 


© oo コ 〇 mw KR oo ロロ 


FF 
〇 


3 . 


詳 


会 経済 活動 の 動向 等 を 的 確 に 反映 し た 計画 策定 等 を 通じ 、 適 正 な 土地 の 利用 ・ 管 


る 行為 の 防止 を 図る た め 、 注 視 区 域 及 び 特 別注 視 区 域 に お ける 土地 等 利用 状況 調査 
等 を 着実 に 実施 する 。 
また 、 安全 保障 の 観点 か ら 、 士 地の利 用 と 管理 に つい て 、 安全 保障 を めぐ る 内 外 
情勢 の 変化 等 を 路 ま えた 対応 を 図る 。 


地域 の 特性 に 応じ た 適正 な 土地 の 利用 及び 管理 に 関す る 措置 
都市 地域 、 農業 地域 、 森林 地域 等 の 地域 区 分 ご と に 、 人 口 ・ 産 業 等 の 将来 見 通し 、 


咱 


哮 


理 の 誘導 ・ 規 制 を 計画 的 に 実行 する 。 


1 ) 都市 に お ける 適正 か つ 合 理 的 な 土地 の 利用 及び 管理 
① 都市 の コン パク ト 化 の 推進 

多様 な 主体 の 参画 の 下 、 OO AN 立地 適正 化 計 画 の 策定 や 
実効 性 の 向上 の 推進 と 計画 に 係る 事業 の 実施 等 に 、 こ れ 以 上 の 市 街 地 の 拡散 
を 抑制 し つつ 、 一 定 の エリ ア へ の 居住 や 都市 機 0 詩 導 し 、 コ ン パ クト シ 
ティ の 形成 を 促進 する 。 

立地 適正 化 計画 と 一 体 と な っ た 地域 公共 交通 計画 の 策定 と 計画 に 係る 事業 の 実 
施 に より 、 地 方 公共 団体 が 中 心 と な っ た 地域 公共 交 ku ク の 形成 を 図り 、 
コン パク トシ ティ 施策 と 連携 し た 適正 な 土地 の 利用 の 誘導 を 促進 する 。 

A i 再編 や 所 
有 と 利用 の 分 離 に 関す る 諸 制 度 の 活用 に よる 、 交 流 広場 、 コ ミュ ニテ ィ 施 設 な ど 
の 公共 空 人 


② 土地 の 有効 ・ 高 度 利用 の 確保 ・ 誘 導 

都市 の 競争 力 強 化 を 図る た め 、 優 良 な 民間 都市 開発 事業 の 施行 等 を 通じ た 都市 
再生 を 進め 、 快 適性 ・ 利 便 性 が 高く 国際 競争 カ の ある オフ ィ ス や 宿泊 施設 な どの 
土地 利用 の 高度 化 を 含む 適正 な 土地 の 利用 の 確保 を 推進 する 。 

まち な か に お いて 多様 な 人 々 が 集い 、 交 流す る 「 居 心地 が 良く 歩き た く な る 」 
空間 を 官民 一 体 と な っ て 形成 し 、 都 市 の 魅力 を 向上 させ る 土地 利用 を 推進 する 。 
地域 の 価値 向上 を 図り 、 土 地 の 適正 な 利用 に 資す る エリ アマ ネジ メン ト 活 動 を 
推進 する た め 、 NC 
必要 な 手続 を 解説 し た ガイ ドラ イン を 活用 し た コン サル ティ ング 等 に より 、 制 度 
の 活用 を 促進 する 。 

土地 の 適正 な 管理 や 環境 に 配慮 し た 土地 の 有効 ・ 高 度 利用 の 観点 か ら 、 都 市 緑 
地 の 多 様 な 機能 の 発揮 及び 都市 に お ける エネ ルギー の 面 的 利用 の 推進 等 を 図る 
「 ま ち づ く り GX」 の 取組 を 推進 する 。 
都市 農地 の 保全 や 空き 地 等 の 緑地 と し て の 利用 に より 、 コ ン パ クト シテ ィ の 形 
成 と あわ せ た 良 好 な 生活 環境 の 形成 を 図る 観点 か ら 、 生 産 緑 地 制 度 や 市 民 緑 地 認 
定 制度 等 の 活用 を より 一 層 推 進 する 。 

今後 急増 が 見 込ま れ 、 土 地 の 有 効 利 用 を 図る 上 で の 障害 と な り 得 る 老朽 化 マ ン 
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? 森林 の 有する 多 店 
レク リエ ーション 機能 、 


ショ ン 等 の 老朽 化 
度 の 創設 等 の 管理 


えた 被災 区 分 所 有人 建物 の 再 
適切 な 土壌 汚染 
に 基づく 土壌 汚染 
i 


の 円 消化 を 図 
取 壊 し 等 の 新た な 再生 手法 の 創設 
生 の 円 消化 を 図 
対策 を 推進 する た め 、 土 壌 汚染 

に 関す る 調査 等 を 推進 する 。 
置 を 検討 する 。 


(2 ) 優良 農地 の 確保 と 有効 利用 、 

我が国 の 食料 及び 農業 を めぐ る 
給 を 確保 する た め 、 国 及び 都 道 府 県 に 
に 向け た 措置 の 強化 等 の 措置 を 講 


区 分 所 有 建 物 対策 と し て 、 


区 分 所 有 建 物 に 


特 化 し た 財産 管理 


制 


羽 る 方 策 や 、 建 替え 要件 の 緩和 、 多数 決 に よる 売却 ・ 
等 の 再生 の 円 消化 を 図る 方 策 、 今 後 の 災 害 に 備 


対策 法 ( 平 成 14 年 
法 大 


遊休 農地 の 利用 促進 


諸 情 勢 の 変化 に 鑑み 
お いて 確保 すべ き 農 用 地 の 面積 
じ る 。 


選 る 方 策 に つい て 検討 を 進め る 。 


法律 第 53 号 ) 


同 法 の 施行 状況 を 点検 し 、 


、 国 民 に 対す る 食料 の 安定 供 


の 目標 の 達成 


優良 農地 の 確保 と 有効 利用 の 取組 を 推進 する た め 、 農 業 振興 地域 制度 及び 農地 転 
用 許可 制度 に つい て 、 国 と 地方 公共 団体 が 一 体 と な っ て 適切 な 運用 を 図る と と も に 


地域 の 徹底 し た 話合い に 
管理 


よる 地域 計画 の 策定 を 推進 し 、 そ の 実現 に 向 1 
機構 を 活用 し た 担い 手 へ の 農地 集積 


・ 集 約 化 を 進め る 。 


農地 法 (昭和 27 年 法律 第 
者 等 ( 
き の 農 地 中 間 管理 
利用 を 推進 する 。 


年 法律 第 48 号 ) 


229 号 ) 


農山 漁村 の 活性 化 の た め の 定 人 
に 基づく 活 


性 化 計画 の 策定 や 、 
い を 通 の SN 農用地 の 保全 


農地 の 粗 放 的 な 利用 
農山 漁村 に 


に よる 農業 生産 及び 農地 に 
お ける 持続 的 な 土地 利用 を 推進 する 。 


に 基づき 、 


ー 連 の 働き か け に 


農業 委員 会 に よる 遊休 農地 の 所 有 
こ 対 する 利用 意向 調査 や 、 そ の 意向 の と お り に 農地 の 利用 が 行わ れ て いな いと 


機構 と の 協議 の 勧告 な ど 、 より 、 


ナ 、 農地 中 間 


農地 の 適切 な 


EE 等 及び 地域 間 交 流 の 促進 に 関す る 法律 (平成 19 
農業 者 等 に よる 地域 ぐる み の 話 合 
の た め の 低 コス ト な 肥 培 管理 を 行う 


お ける 烏 獣 緩衝 帯 の 


(3) 森林 の 適正 な 利用 及び 管理 
森林 の 適正 な 利用 及び 管理 


に つい て 、 森 林 法 (昭和 26 年 法律 第 


249 号 ) ( 


取組 等 に より 


こ 基 づ 


く 森林 計画 制度 等 の 運用 を 通じ 、 森 林 の 有する 多面 的 機能 "の 十分 な 発揮 を 確保 す 


る た め の 造 林 ・ 間 伐 等 の 適 サ 


され る 森林 に つい て は 保安 林 と し て 


j 从 推进 奋 因 加 上 工 币 运 
計画 的 に 


、 特 


に 公益 的 機能 
且 定 する 。 保安 林 以 外 の 民有 林 に つい 


の 発揮 が 要請 


て は 、 林 地 開 発 許可 制度 を 通じ 、 | 


また 、 森林 経営 管理 法 の 活 


用 に 


に つい て 、 市 町 村 や や 林業 経営 


人 の 


り 、 所 有 者 自ら が 経営 管 
体 ( ， 


理 の 円 消化 等 を 通じ た 森林 の 適切 な 経営 管理 を 推進 する 。 加え て 、 


展開 や 所 有 者 不明 森林 等 に 係る 特例 措置 の 活用 支援 等 を 推進 する 。 


的 機能 


成 機能 、 保 健 ・ 
能 か ら な る 公益 的 機能 と 木材 等 


は 、 水 源 漁 養 機能 、 
文化 機能 
生産 機能 と に 大 別 さ れる 。 


山地 災害 防止 機能 土壌 保全 機 
、 生 物 多様 性 
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時 を 実施 で き な い 


森林 


地域 の 森林 の 経営 


先進 事例 の 横 


能 、 快 適 環 境 形 
E 保 全 機能 及び 地球 環境 保全 機 


© oo コ 〇 mw KR ww bo ロロ 


ho ho WW MW MR WY ロロ ロビ ロ ロビ ロビ ロビ ロ ロー ロ ロロ ロー ビ 
NO ON 中 OO MR ロロ OO MQ ND の 〇 OCR © 


28 


(4) 地域 の 維持 ・ 


活性 化 に 資す る 土地 の 利用 及び 管理 


地域 経済 の 縮小 が 課題 と な っ て いる 地方 都市 に お いて 、 域外 か ら 稼 ぎ 、 持続 的 な 


所 得 の 向上 に つなが る 産業 の 立地 を 促進 する た め 、 産 業 用 地 の 確 保 に 
に 、 市 町 村 が 行 う 産業 団地 等 に 関連 する 緑地 、 
道路 等 の 関連 都市 イン フラ 整備 を 推進 する 。 

地域 住宅 団地 再生 事業 に つい て 、 
し 、 若者 ・ 子 育て 世代 も 含め 多 世 代 が 安心 し て 暮らせ る よう 
民間 事業 者 等 が 市 町 村 に 


用 転換 の 迅速 化 を 図る と と も 


促進 する ほか 、 住民 、 
る 仕組 み を 創設 する こと に より 、 


地域 再生 法 (平成 17 年 法律 第 


向け た 土地 利 
調整 池 、 


24 号 ) を 改正 


こ 多様 な 機能 の 導入 を 
に 対し 住宅 団地 再生 の 計画 を 提案 


で き 


計 宅 団地 の 再生 を 一 層 推 進 す る 。 


人 日 減少 下 に お ける 適切 な 日 


目 十 管理 


特に 中 山間 地域 や 都市 の 縁辺 部 に 
優先 的 に 維持 し た い 土 地 を 明確 化 


方 法 の 転換 等 に よる 最適 な 国土 利用 


管理 構想 」 の 全国 展開 に 向け て 、 


お いて 、 地 域 の 目指 す 


の 在り 方 を 示す 「 国 土 の 管 地 


構想 」( 


こ 基 づき 、 


べき 将来 像 を 見 据え た 上 で 、 


し 、 粗 放 的 な 管理 


や 最小 限 の 管理 


の 導入 な ど 管 理 


・ 管 理 の 選択 を 促す 取組 を 推進 する 。 


国土 の 状況 把握 ・ 見 える 化 等 を 効率 的 ・ 


「 国 土 の 
効果 的 に 


実施 する た め 、 地理 空間 情報 等 の デジ タル デー タ 、 リ モー ト セ ン シ ン グ 等 の デジ タ 


ル 技 術 の 徹底 活用 を 進め る 。 


集落 等 の 住民 の 日 常 生 活 を 支え る サー ビス 機能 と 集落 生活 圏内 外 を つなぐ ネッ 


トワ ー ク が 集約 ・ 確 保 さ れ た 拠点 で ある 「 小 さ な 拠 点 」 の 形成 を 図 
性 を 高め る 観点 か ら の 適正 な 土地 の 利用 の 確保 を 推進 する 。 
空き 家 等 の 身近 な 遊休 不動 産 (廃校 等 の 現在 使わ 


化 定 持続 可能 
地方 公共 団体 が 所 有 ・ 取 得する 
れ て いな い 施 設 、 住民 か ら 


寄付 を 受け た 古 


民家 等 ) に つい て 、 


り 、 地 域 の 活性 


民間 の 創意 


工夫 を 最 


大 限 に 生か し た 小 規模 な PPP/PFI "事業 を 行う こと に より 、 地域 課題 の 解決 や エリ 
ア 価 値 の 向上 に つなげ る スモ ー ル コン セッ ショ ン の 推進 を 図る 。 


(5) 公共 事業 用 地 の 円 滑 な 取得 の 促進 
和 


対し て 円 滑 な 用 地 取 得 


見 直し な ど 用 地 取 得 の 合理 化 に 関す る 取組 を 更 ( 


に 進め る と と も に 、 地 方 公共 団体 に 
の た め の 情 報 提供 や 技術 的 な 支援 等 の 充実 を 図る 。 


また 、 所 有 者 不明 土地 に 係る 土地 収用 に 関す る 特例 制度 の 利用 や 土地 収用 の 的 確 


な 活用 及び 運用 を 促進 する 。 


担い 手 | 


る 措置 等 を 講ず る も の と する 。 
引 の 規制 に 関す る 措 


? Public Private Partnership (官民 連携 ) /Pri 


ー ビ ん ? 


寺 管 理 、 運 営 等 を 民間 の 資金 、 経 営 能 


土地 の 権利 が 移転 きれ る こと が 適正 な 土地 の 利用 又は 
の 基本 と な る と の 観点 か ら 、 土 地 の 取 引 の 円 滑 化 に 
に 


の 一 形態 で 、 公 共 施 設 等 の 建設 、 維 
を 活用 し て 行う 手法 。 
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第 2 章 土地 の 取引 に 関す る 措置 に 関す る 基本 的 事項 
国 及 び 地 方 公共 団体 は 、 法 第 14 条 に 基づき 、 円 滑 な 取引 を 通じ て より ふさ わし い 


管理 


E を 確保 する た め 


資す る 不動 産 市 場 の 整備 に 関す 


投機 的 取引 を 抑止 する 等 の 観点 か ら 、 土 地 取 
置 等 を 引き 続き 講ず る も の と する 。 


vate Finance Initiative の 略 。PFI は PPP 
力 及 び 技 術 的 能 


© oo コ 〇 の は Ww MW ロビ 


= FF ロロ ロビ ロ ロロ ロビ ロロ ロロ = 
ww OO NO ON PR WO MW Fr © 
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この よう な 趣旨 に の っ と っ た 、 土 地 の 取 引 


取組 を 進め る 


1. 不動 産 市 場 の 環境 整備 に よる 活性 化 ・ 


に 関す る 措 


流動 性 の 確保 


(1) 取引 環境 の 整備 に よる 不動 産 流通 の 活性 化 


土地 の 取得 


に 係る 登録 免許 税 及び 土地 等 の 取得 


や 、 事 業 用 資産 を 買い 替え た 場合 の 譲渡 し た 事業 用 資産 の 譲渡 益 に つい て の 税制 
こ 対 する 需要 を 喚起 し 、 よ り 有 効 に 土地 を 活用 する 担い 手 へ 


例 措置 等 に よ 


り 、 土 地 ( 


の 移転 を 促進 する 。 


既存 人 


進 や 、 消 費 者 
じ 、 売 主 ・ 


具 


こ 対 し 既存 人 
買主 が 安心 し て 取 


王 宅 の 流通 を 促進 する た め 、 イン スペ クシ ョ ン (建物 状況 
E 宅 の 基礎 的 な 情報 を 提供 する 「 安 心 R 有 


が で きる 市 場 環 境 を 整備 する 。 


「 公 的 不動 産 (PRED) ポー タル サイ ト 」 に 
団体 等 が 公表 し て いる PRE 情報 を 一 元 的 に 集約 し 公開 する こと で 地方 公共 団体 と 
事業 者 等 の マッ チン グ を 促進 する 。 


不動 産 取引 に 
子 交付 が 可能 


お ける IT を 活用 し た 


E 要 事項 説明 (IT 


お いて 


に 係る 不動 産 取 得 税 の 特例 措 


置 を 推進 する た め 、 以 下 の 


軒 


主 宅 」 


民間 活用 等 に 積極 的 な 地方 公共 


ほ 説 ) や 、 契 約 


骨 査 等 ) の 活用 促 


制度 等 を 通 


書面 等 の 電 


と な っ た こと を 踏ま えて 、 非 対面 で の 取引 を 円 滑 に 行え る 不動 産 取引 


の オン ライ ン 化 の メス メリット が 、 


進 す る 。 


三 


流通 ・ 利 活用 を 促進 する た め 、 不 動産 を 一 


分 野 横断 的 な 情報 連携 の キー ED 


A タ の 連携 ・ 当 


ト 会 実装 


(2) 投資 環境 の 整備 に よる 不動 産 投 資 市 場 の 活性 化 


地方 を 含め 


た 優 


消費 者 ・ 宅 建 業 者 の 双方 に 及ぶ よう 、 そ の 活用 を 推 


古 用 を 通じ て 、 不動 産 の 
に 特定 する た め の 共 通 コ ー ド で あり 、 


に 向け た 取組 を 進め る 。 


0 


続 的 な 発展 の た め 、 投 資 対象 不動 産 の 多様 化 等 を 通じ た 不動 産 証券 化 の 普及 促進 
取り 組む 。 また 、 DX の 進展 も 踏ま えた 投資 家 保 護 の 在り 方 に 
キュ リティ トー クン (デジ タル 証券 ) や 不動 産 ク ラウ ド フ ァ ン ディ ング の 活用 拡大 


に 向け た 取組 
SDGs や ES 


「 不 動産 分 野 に 


を 進め る 。 


G の 観点 に 沿っ た 優 E 
お ける 気 侯 関 連 サ ステ ナビ リティ 情報 開示 対応 の た め の ガ イダ ン 
こ 資 する 情報 整備 の 充実 等 に より 、 


な スト ッ ク 形 成 に つなが る 投資 の 拡大 の た め 


ス 」 の 提供 を は じ め と し た 不動 産 ESG 投資 に 


会 的 イン パク ト 不 動産 "」 を 含む 不動 産 分 野 に 
「 グ リー ン イ ン フ ラ 推 進 戦略 2023」 や TNFD" 最 


Hl Public Real Estat 


12 Sustai 


13 Environment 


nable Devel 


環境 ) 


14 企业 等 


* が 中 長期 の : 


正 業 


ど で 、「 福 会 


的 イン パク ト 」 を 創 


と も に 、 不 動 


産 の 


ジス 
> 


e ( 公 的 不動 産 ) の 略 。 
opment Goals (持続 可能 な 開発 
、Socia] ( 社 
商 切 な マネ ジメント を 通じ て 、 
上 ES 


地球 環境 


お ける ESG 投資 の 拡大 を 図 
終 提言 等 の 世界 的 潮流 を 踏ま え 、 


標 ) の 略 。 


、Governance (ガバ ナン ス ) O 略 。 
ヒト 、 地 域 、 地 球 の 課題 解決 に 


全 も 含め た も 


[< の 人 


値 創造 ( 


下値 向上 と 企業 の 持続 的 成長 を 


15 Taskforce on Nature-related Financial Disclosure ( 
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区 


る こと が 期待 され て いる 。 


「 社 


叉 る 。 


取り 組む こ 
に 真 献 す る と 


自然 関連 財務 情報 開 ホ タス ク フ ォ ー 


ww 0 ND CO PR OO いい ピロ 


CoO CC5 WR RL WW WR WR WR MW MW MW MW MW MW MW MW MW MW FF ロビ ビビ ロビ ロビ ロロ ビ ロビ ロロ ビビ 
GO NO ON RR MM OO 0 NN ON 0 MM OD OO 0 ND ON トト 0 MW i © 


グリ ー ン イン フラ の 効果 や 関連 する 評価 の 仕組 み 等 に つい て 体系 的 に 整理 ・ 市 場 分 
析 を 行い 、 市 場 に お ける グリ ー ン イン フラ へ の 民間 投資 の 促進 に 向け て 幅広 く 検 討 
する 。 


(3) 情報 の 充実 に よる 不動 産 市 場 の 活性 化 

土地 取引 の 活性 化 や 適正 な 管理 の 確保 等 を 図る た め 、 土 地 利用 が 周辺 地価 に 与え 
る 影響 等 土地 の 経済 的 な 分 析 を 進め つつ 、 各種 デー タ の 整備 ・ 提 供 や 情報 の 「 見 え 
る 化 」 な ど 情 報 基盤 の 整備 ・ 充 実 を 図る 。 


(4) 市 場 で の 流通 が 難し い 土 地 の 流動 化 

「 全 国 版 空き 家 ・ 空 き 地 バン ク 」 の 活用 や 土地 利用 転換 の 新た な 方 策 等 を 通じ た 
需給 の マッ チン グ を 推進 する 。 
土地 の 適正 な 利用 ・ 管 理 に 向け た マッ チン グ ・ コ ー デ ィ ネ ー ト 、 土 地 の 保 有 、 
等 の 機能 を 担う 本 格 的 な か ランド バン ク の 育成 等 に つい て 引き 続き 検討 する 。 


IE3 


Nr 


2. 土地 取引 規制 制度 の 適切 な 運用 


1 . 


土地 の 投機 的 取引 及び 地価 の 高騰 が 国民 生活 に 及ぼ す 弊 害 を 除去 し 、 適 正 か つ 合 
的 な 土地 利用 を 確保 する た め 、 引 き 続 き 、 土 地 取 引 情 報 等 を 把握 する 土地 取引 規 
制 基礎 調査 等 を 実施 し 、 国 土 利用 計画 法 (昭和 49 年 法律 第 92 号 ) に 基づく 土地 取 
規制 制度 等 の 適切 な 運用 に 努め る 。 


Nm 


CD 


第 3 章 土地 に 関す る 調査 、 情 報 提供 等 に 関す る 基本 的 事項 


国 及 び 地 方 公共 団体 は 、 法 第 18 条 に 基づき 、 適 切な 役割 分 担 の 下 、 連 携 し て 、 
地籍 、 地 価 を 含む 不動 産 市 場 の 動向 等 の 調査 を 実施 する と と も に 、 個 人 情報 保護 を 
含め 個人 の 権利 利益 の 保護 に 配慮 し つつ 、 国 民 に 対し 、 収 集 し た 土地 に 関す る 情報 
を わか りや すく 提供 する も の と する 。 さ ら に 、 こ れ ら を 確保 する た め 必 要 と な る 情 
報 基 盤 の 整備 ・ 充 実 を 図る も の と する 。 

この よう な 趣旨 に の っ と っ た 、 土 地 に 関す る 調査 の 実施 及び 情報 の 提供 等 を 促進 
する た め 、 以 下 の 取 組 を 進め る 。 


土地 に 関す る 調査 の 実施 と 不動 産 登 記 情 報 の 最新 化 
(1 ) 地籍 調査 等 の 計画 的 な 実施 
地籍 調査 の 迅速 か つ 効 率 的 な 実施 を 図る た め 、 現地 調査 手続 の 円 消化 、 調査 が 困 
難 な 都 市 部 及び 山村 部 の 地籍 調査 の 推進 を 図る と と も に 、 担 い 手 減少 等 を 踏ま えた 
調査 実施 の 体制 や 枠組 み 、 概 成 を 含む 調査 地域 の 在り 方 に つい て の 更 な る 検討 を 進 
め る 。 
都市 部 の 地図 混乱 地域 に お ける 法務 局 地図 作成 事業 に つい て 、 整 備 計画 に 基づき 
計画 的 に 実施 する 。 現行 の 地図 整備 計画 が 令 和 6 年 度 で 終了 する こと か ら 、 次期 地 
図 整 備 計画 の 策定 に 向け た 基本 方 針 に 基づき 令 和 6 年 度 に 次 期 地 図 整備 計画 の 策 


ス ) の 略 。 
13 


© oo コ 〇 mw KR oO bo ロ 


p= 
〇 


11 


定 を 進め 、 令 和 7 年 度 以降 の 事業 実施 地 


(2) 不動 産 登 記 情 報 の 最新 化 


ニラ ト 


昌 続 登 登记 守住 所 等 变更 


ステ ム を 使っ た 情報 連携 を 図る こ 


登记 〇 申 请 义务 化 等 ! 


区 を 決 


定 す る 。 


こ 合わ せ て 、 他 の 公 的 機関 と の 間 で シ 


と に より 登記 官 が 住所 情報 ・ 死 亡 情 報 等 を 更新 す 


る 方 策 を 導入 する 等 、 不 動産 巻 記 情報 の 最新 化 を 推進 する 。 


不動 産 合 記 短 等 の 土地 に 関 


する 各種 台帳 情報 連携 を 促進 する と と も に 、 これ を 容 


易 に する た め の デ ー タ 形式 の 見 直し や シス テム 間 の 調整 を 行い 、 不 動産 癌 記 情 報 と 


避 定 資産 課税 台帳 の 連携 に お いて 不動 産 番 号 を 活用 する 等 、 土 地 に に 関す る 情報 連携 


の 高度 化 の 推進 に 向け た 検討 を 進め る 。 


2. 不動 産 市 場 情報 の 整備 の 推進 


地価 公示 等 の 効率 的 な 実施 に より 地価 の 動向 を 的 確 に 把握 ・ 発 信 す る と と も に 


不動 産 取引 価格 情報 の 提供 、 不 動産 価格 指 
売 量 指数 、 法 人 取引 基 指 


数 (人 


E 宅 、 商 業 用 不動 産 ) 、 既 存 住宅 販 


数 の 継続 的 な 公表 な ど 、 不動 産 市 場 の 動向 を 的 確 に 把握 す 


る 統計 の 整備 と デー タ の 提供 に より 、 不動 産 市 場 の より 一 層 の 透明 化 を 図り 、 円 滑 
な 不動 産 取引 を 推進 する 。 


3. 土地 に 関す る 多様 な 情報 の 提供 


不動 産 取引 価格 情報 に 加え 、 
産 に 関す る 多様 な オー プン デー タ を 同じ 地図 
EN 


《4<《 > 


< 吾 


リス ク 情 報 、 都 市 計画 情報 、 学 区 情報 等 、 不 動 
上 に 表示 で きる WebGIS「 不 動産 情報 ラ 
消費 者 の 不動 産 購入 等 に 係る 検討 を 支援 する 


こと に より 、 消 費 者 保護 や 不動 産 取 引 の 活性 化 を 図る 。 
まま 7 2 の の 不動 産 市 場 を 文 え る イン フラ で 


ある こと か ら 、 不 動産 鑑定 
提供 等 の 支援 や 、 不 当 鑑 定 
維持 ・ 向 上 を 図る 。 
不動 産 取 引 に お ける 消 
し て 規定 され て いる 土砂 災 
水防 法 (昭和 24 年 法律 第 


業者 の 能 
等 に 対す る 


費 者 保護 


ヽ << 页 
害 警 戒 


193 号 ) 【 


に 着目 し た 業者 選定 に 向け た 依頼 者 へ の 情報 
oe Fs 


区 域内 や 津波 


4. DX の 推進 に よる 土地 政策 の 基盤 強化 


へ 


盤 強 化 を 図 


を 図る た め 、 取 引 時 の 重要 事項 説明 の 対象 項目 と 


災害 警戒 区 域内 で ある か どう か 及び 
こ 基 づき 作成 され た 水害 ハザード マッ プ に お ける 
取引 対象 物件 の 所 在 地 に 関し て 、 宅 地 建 物 取引 業者 に よる 着実 な 実施 を 促す 。 


る 。 


社会 経済 全体 の DX と 一 体 と な っ て 、 土地 に 関す る 施策 に つい て も デジ タル 技術 の 
活用 を 強力 に 推進 し 、 土 地政 策 の 基 
社会 の ニー ズ に 応じ た 防災 ・ 減 災 ( 
災害 リス ク 情 報 、 不 動産 価格 情報 な どの 地表 


こ 資 する 浸水 想定 や 地域 の 土地 の 災害 履歴 等 の 
空間 情 報 に つい て 、 オ ー プ ン デ ー タ の 


量 ・ 質 を 向上 させ 、 そ の ポテ ン シ ャ ル を 最大 限 発揮 する こと で 、 ビ ジネス 、 防 災 、 
EBPM に 基づく 行政 課題 の 解決 等 を 下支え する 。 
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三次 元 化 等 に より 都市 情報 を 可視 化す る 「i- 都 市 再生 」 の 技術 開発 や 普及 促進 、 


© oo コ 〇 mw KR ww bo ロビ 
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「Project PLATEAU」 に よる 3D 都市 モデ ル の 整備 ・ オ ー プ ン デ ー タ 化 や 官民 に お け 
る まち づく り へ の 活用 の 推進 等 を 通じ 、 土 地の利 用 ・ 管 理 ・ 取 引 に 関す る 施策 の 円 


消 な 実施 を 促進 する 。 


EBPM" に 基づく まち づく りや オー プン イノ ベー ショ ン に よる 新 サ ービス ・ 産 業 創 | 
を 加速 化す る た め 、 地 理 空間 情報 も 活用 し 、 和 建築 BIM や PLATEAU 等 を 一 体 的 に 進め 
る 「 和 建築 ・ 都 市 の DX」 を 推進 し 、 これら の デー タ を 不動 産 ID を キー と し て 情報 連携 


し た 高 精細 な デジ タル ツイ ン の 整備 を 促進 する 。 


を 進め る 。 


国土 の 基礎 的 な 情報 を GIS 形式 で オー プン デー タ と し て 提供 する 国土 数 値 情報 
イノ ベー ショ ン や BBPM、 災 害 対応 な ど を 支え る 社会 イン フラ と し て の 機能 を 果 た 
て お り 、 そ の 利便 性 の 向上 等 に 向け た 取組 を 進め る と と も に 、 更 な る 利 活用 を 推 : 
する こと で 、 我 が 国 全 体 で 取り 組ん で いる デー タ 活 用 社会 の 実現 に 向け た 基盤 束 


琴 際 て 中 


公 的 基礎 情報 デー タベース (ベー ス ・ レ ジス トリ ) の うち 、 不 動産 交 記 デー タ ベ 
ー ス に つい て 、2025 年 度 以降 順次 関係 機関 へ の 提供 を 開始 する 。 住 所 ・ 所 在 地 デ ー 


タベース に つい て 、2025 年 まで に 町 字 情 報 を 集約 し 、 随 時 更新 する 仕組 み を 整備 す 


る 。 


第 4 章 土地 に 関す る 施策 の 総合 的 な 推進 を 図る た め に 必要 な 事項 


第 1 草 か ら 第 3 章 に 定め る も の の ほか 、 土 地 に 関す る 施策 の 総合 的 な 推進 を 図る 


た め 、 以 下 の 取組 を 進め る 。 


1. 多様 な 主体 間 の 連携 協力 ( 国 ・ 地 方 公共 団体 、 専 門 家 等 ) 


土地 に 関す る 施策 を 的 確 に 講じ て いけ る よう 、 


国 は 、 地 方 公共 団体 の 目 主 的 か つ 


主体 的 な 土地 政策 の 推進 に 配慮 し つつ 、 関 係 省庁 間 の 連携 を 図り な が ら 、 優 良 事例 
に つい て の 情報 提供 、 ガ イド ライ ン の 整備 、 専 門 家 や 国 の 職員 の 地方 公共 団体 へ の 
派遣 な ど に よる 、 必 要 な 情報 の 提供 や 、 業 務 の 効率 化 ・ 合 理化 に 資す る 技術 的 な 支 
援 等 を 通じ て 、 地 方 公共 団体 と の 連携 体制 の 構築 を 図る こと と する 。 特に 地方 整備 
局 等 に お ける 用 地 行政 等 の 知見 を 活か し た 職員 派遣 等 の 支援 の 充実 等 に より 、 地 方 


公共 団体 と の 連携 協力 を 幅広 く 展 開 し て いく 。 


所 有 者 不明 土地 対策 を は じ め と する 土地 政策 全般 の 推進 に 当たっ て は 、 土 地政 策 
推進 連携 協議 会 の 枠組 み も 活用 し 、 関 連 分 野 の 専門 家 等 と 地方 公共 団体 、 地 域 コ ミ 


ュ ニ ティ 、NPO 等 と 関係 行政 機関 と の 一 層 の 連携 
を 十分 踏ま えな が ら 官 民 一 体 と な っ て 対応 する 。 
水 災 害 の 激甚 化 ・ 頻 発 化 等 を 踏ま え 、 集 水域 


池 溢 域 (河川 等 の 池 溢 に より 浸水 が 想定 され る 地域 ) も 含め て 一 つの 流域 と し て 提 


本 制 を 構築 し つつ 、 これ ら の 意見 等 


(雨水 が 河川 に 流入 する 地域 ) か ら 


え 、 流域 の あら ゆる 関係 者 が 協 働 し 水 害 対策 を 行う 「 流 域 治 水 」 の 取組 を 推進 する 。 


"6 Evidence-Based Policy Making (証拠 に 基づく 政策 立案 ) の 略 。 政 策 目 的 を 明確 化 さ せ 、 政 


策 手 段 と 目的 の 論理 的 な 繋が り を 明確 に し 、 そ の つなが り の 裏付け と な る よう な エビ デン ス 
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(証拠 ) を 可能 な 限り 求め 、「 政 策 の 基本 的 な 枠組 み 」 を 明確 に する 取組 。 


© oo コ 〇 mw KR oO ho ロ 
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2. 多様 な 活動 を 支え る 人 材 ・ 担 い 手 の 育成 ・ 確 保 、 必 要 な 資金 の 確保 

土地 に 関す る 施策 を 総合 的 か つ 計 画 的 に 推進 する た め 、 土地 所 有 者 等 、 近隣 住民 ・ 
地域 コミ ュ ニ ティ 、NPO、 行 政 、 事 業者 、 関 係 団体 や 関係 分 野 の 専門 家 の 適 切な 役割 
分 担 を 踏ま え 、 必 要 な 資金 の 確保 や 、 各 制度 に お ける 指定 法人 制度 等 の 活用 に より 、 
地域 に お ける 相談 体制 の 構築 や 空き 地 ・ 空 き 家 の 情 報 共有 を 図る と と も に 、 土 地 の 


適正 な 利用 ・ 管 理 に 向け た マッ チン グ ・ コ ユ コー ディ ネー ト 、 土 地 所 有 者 等 に 代わ る 管 
理 等 の 機能 を 担う 団体 の 取組 を 推進 する 。 


空き 地 等 に つい て は 、 近 隣 住民 や コミ ュ ニ ティ に と っ て は 居住 環境 の 維持 の た め 


適正 な 利用 ・ 管 理 を 確保 する 意義 が 大 きい こと か ら 、 そ の 管理 等 の 活動 を 支援 する 。 


土地 ・ 不 動産 に 関連 する 専門 資格 を 有する 専門 家 等 の 存在 は 、 適正 な 土地 の 利用 ・ 


管理 


E の 確保 に 不可 欠 な 社会 イン フラ で ある こと か ら 、 大 都市 か ら 地方 まで 、 十 分 な 


専門 家 等 の 確保 を 推進 する 。 

この うち 、 不 動産 鑑定 士 の 担い 手 確保 に 向け た 方 策 を 検討 ・ 実 施す る 。 

また 、 地 域 に お ける 不動 産業 の 確保 ・ 育 成 に 向け た 方 策 の 検討 ・ 実 施 に よる 低 未 
利用 の 土地 ・ 不 動産 の 流通 促進 を 図る 


仲介 、 管 # 


E、 税務 、 法務 な ど 、 多岐 に わた る 土地 ・ 不 動産 サー ビス の 高度 化 が 図ら 


れる よう 、 産 学 官 に お ける 土地 ・ 不 動産 の プロ フェ ッ シ ョ ナル 人 材 を 確保 ・ 育 成す 
る 方 策 を 検討 する 。 
施策 の 実現 可能 性 や 持続 可能 性 を 確保 する た め の ク ラウ ド フ ァ ン ディ ング 等 、 多 


様 な 資金 調達 手段 の 確保 の 推進 を 図る 。 


3. 土地 に 関す る 基本 理念 の 普及 等 
土地 白書 の 公表 を 引き 続き 行う と と も に 、 民事 基本 法制 の 見 直し 等 国民 生活 に 大 
き な 影 響 を 及 
日 」 に 関す る 活動 や 通年 で の 広報 活動 の 強化 等 、 関 係 団体 や 関係 分 野 の 専門 家 等 と 
連携 し つつ 、 土地 に 関す る 基本 理念 や それ に の っ と っ た 各種 施策 ・ 制 度 等 に 関す る 


国民 の 理 


ぼ す 制度 見 直し が 進ん で いる こと を 踏ま え 、「 土 地 月 間 」、「 土 地 の 


解 を 深め る よう 積極 的 な 広報 活動 を 展開 する 。 


4. PDCA サイ クル に よる 適時 の 見 直し 

土地 に 関す る 施策 の 実効 性 を 担保 する た め 、 各 施策 の 実施 状況 に つい て 適切 な フ 
ォ ロ ー ア ッ プ を 行い 、 施 策 の 効果 に つい て 定期 的 な 分 析 ・ 評 価 を 行う な ど 、PDCA サ 
イク ル " の 実行 を 徹底 する こと に より 、 本 方 針 に つい て 社会 経済 情勢 の 変化 等 を 踏ま 
えた 所 要 の 見 直し を 適時 に 行う 。 
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1an (計画 ) 、 
り 込 む や こ と で 、 プ ロ セ ス を 不断 の サイ クル と し 、 継 続 的 な 改善 を 推進 する マネ ジメント 手 
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Do (実施 ) 、Check (評価 ) 、Act (改善 ) の 4 つの 視点 を プロ セス の 中 に 取 
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